第15号様式（第29条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　平成　　年　　月　　日
　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　理　事　長　　松　　井　　　　博　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
　平成　　年度　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県農商工連携
ファンド事業費助成金に係る企業化状況等報告書（平成　　年度助成事業）
　平成　　年　月　日付け岐産振第　　　号の　　で交付決定のあった標記助成事業に関し、　　　　平成　　年度の企業化等の状況について、下記のとおり報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
　１　事業名（経営革新事業等事業名を記入）
（具体的事業名）（「○○の商品開発・販路拡大」等交付申請書の「１　具体的事業名」を記載）
  ２  助成事業終了後の事業計画の実施状況
        別紙のとおり
【本報告書を記入された担当者の方について記入してください】　

（※必要に応じて岐阜県産業経済振興センターや岐阜県より照会する場合があります。）
	部署名
	

	役職等
	

	氏名
	(ふりがな)

	
	

	電話番号
	（　　　　　　）　　　　　　-

	メールアドレス
	　　　　　　　　　　　@


第15号様式　別紙１
          助成事業実施期間   平成　　年　　月 ～ 平成　　年　　月
          企業化状況報告   　平成　　年度分（平成　　年　　月 ～ 平成　　年　　月）
　　　　　（※ただし、売上等が決算期までしか判明しない場合は助成事業者の決算期までの状況を報告。）
１  助成事業終了後の事業計画の実施状況
	計　画

	※助成事業終了後１年目の報告に当たっては、第１０号様式（事業実績報告書）の今後の取組を、２年目以降の報告に当たっては、今後の計画を記入してください。

	実　績

	※上記の計画と対比した実績を記入してください。

	　
次事業年度
　以降の計画

	


２  企業化状況
	事　業　者　全　体
	助成事業に関する商品等のみ

	本年度売上高
	　　　　　　　千円
	本年度売上個数等
（単位）
	

	本年度経常利益
	千円
	単　　　　　価
	　　　　　　　　 円

	商品化若しくは販売を開始した月
	平成　　年　　月

	商品・サービス等の名称

	　　　　　　　　　 


３　産業財産権（※特許権、実用新案権、意匠権、商標権（地域団体商標権を含む））の出願又は登録等実施の有無
（起業支援事業・空き店舗等活用事業・まちづくり計画策定事業以外の全ての助成事業者が記入してください。）　　
　　　　　　　　有り　・　無し　　（どちらかに○をつけて下さい。）　
（有り）の場合記入
	産業財産権の名称

	

	出願又は登録番号

	

	提出又は登録年月日

	

	産業財産権の内容
	

	産業財産権の自社実施

	売上　　　　　　　　　　　円（本年度分）

	産業財産権の他への実施権設定及び譲渡
	相手先
条件　
実施権設定　　　　件　　売上　　　　　　円（本年度分）
譲渡　　　　　　  件　　売上    　　　  円（本年度分）



※　産業財産権が２件以上ある場合は、表を追加してください。
第15号様式　別紙２
中小企業者の売上・経営計画
（１）地域活性化・農商工連携ファンド事業に係る売上高（助成対象となった商品等のみの売上高等）(単位*千円)
	
	1 売上額

	2 売上原価
	3 売上総利益①―②
	4 販売費及び一般管理費
	5 営業利益
③―④

	助成事業終了後直近の決算期
(　　 年　  月)
	
	
	
	
	

	１年後
(　　 年　  月)
	
	
	
	
	

	２年後
(　　 年　  月)
	
	
	
	
	

	３年後
(　　 年　  月)
	
	
	
	
	

	４年後
(　　 年　  月)
	
	
	
	
	

	５年後

(　　 年　  月)
	
	
	
	
	


　（注）「助成事業終了後直近の決算期」の①～⑤の欄は、必ず記載してください。
　　助成事業終了後直近の決算期欄には、本報告の対象となった事業の事業期間終了後の直近の決算における数値を記載してください。
その後、最も長い方で終了後５年間の決算期の数値を年度ごとに全て記載してください。
　　ただし、売上等が決算期までしか判明しない場合は助成事業者の決算期までの状況を記載してください。
（２）事業者全体での売上・経営計画（（１）の売上も含めて事業者全体の売上額を計上）　　　　　　　　
（単位：千円）
	
	助成事業終了後

直近の決算期

(　  年   月期)
	１年後
(　  年   月期)
	２年後
(　  年   月期)
	３年後
(　  年   月期)
	４年後
(　  年   月期)
	５年後
(　  年   月期)

	売上額
	
	
	
	
	
	


第15号様式　別紙３
農林漁業者の売上・経営計画
（1） 農商工連携ファンド事業に係る売上高（助成対象となった商品等のみの売上高等）
(単位：千円)
	
	6 売上額

	7 売上原価
	8 売上総利益①―②
	9 販売費及び一般管理費
	10 営業利益
③―④

	助成事業終了後直近の決算期

(　　 年　  月)
	
	
	
	
	

	１年後
(　　 年　  月)
	
	
	
	
	

	２年後
(　　 年　  月)
	
	
	
	
	

	３年後
(　　 年　  月)
	
	
	
	
	

	４年後
(　　 年　  月)
	
	
	
	
	

	５年後

(　　 年　  月)
	
	
	
	
	


　（注）「助成事業終了後直近の決算期」の①～⑤の欄は、必ず記載してください。
　　助成事業終了後直近の決算期欄には、本報告の対象となった事業の事業期間終了後の直近の決算における数値を記載してください。
その後、最も長い方で終了後５年間の決算期の数値を年度ごとに記載してください。
　　ただし、売上等が決算期までしか判明しない場合は助成事業者の決算期までの状況を記載してください。
（２）事業者全体での売上・経営計画（（１）の売上も含めて事業者全体の売上額を計上）　　　　　　　　
（単位：千円）
	
	助成事業終了後

直近の決算期

(　  年   月期)
	１年後
(　  年   月期)
	２年後
(　  年   月期)
	３年後
(　  年   月期)
	４年後
(　  年   月期)
	５年後
(　  年   月期)

	売上額
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